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令和３年３月新規学校卒業予定者（高卒・大卒）の就職内定状況等を取りまとめ 

 

～新規高卒就職内定率は令和３年１月末時点で９２．３％～ 

（学校または安定所を通じた就職を希望する生徒の状況の集計） 

 

～新規大卒就職内定率は令和３年１月末時点で７９．６％～ 

 

 「徳島新卒者等人材確保推進本部」（本部長 日根直樹徳島労働局長）は、令和３年３月

新規学校卒業予定者の求人・求職・就職内定状況（令和３年１月末現在）（速報値）を取り

まとめました。その概要は次のとおりです。 

 

Ⅰ 新規高等学校卒業予定者 

※今年度は高校生の選考・内定開始日が例年より１か月後ろ倒しとなっています。 

１ 就職内定状況 

（１）求職者（就職希望者数）は１，１３８人、前年同期（１，３７３人）に比べ２３５人（１７．１％） 

減少した。 

（２）就職内定者は１，０５０人、前年同期（１，２８４人）に比べ２３４人（１８．２％）減少した。 

（３）就職内定率は９２．３％、前年同期（９３．５％）を１．２ポイント下回った。 

    令和２年度 

         １，０５０人 （就職内定者数）   

１，１３８人 （就職希望者数） 

    令和元年度 

         １，２８４人 （就職内定者数）   

１，３７３人 （就職希望者数）  

※学校または安定所を通じた就職を希望する生徒の状況の集計 
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２ 求人の状況 

県内の安定所で受理した求人数は２，１４４人で、前年同期（２，４８９人）に比べ 

   て３４５人（１３．９％）減少した。 

 

３ 県内就職希望者数の状況 

（１）県内就職希望者は８７７人、前年同期（１，０２６人）に比べ１４９人（１４．５％）減少した。 

（２）県内就職内定者は７９１人、前年同期（９４１人）に比べ１５０人（１５．９％）減少した。 

（３）県内就職内定率は９０．２％、前年同期（９１．７％）を１．５ポイント下回った。 

 

４ 求人倍率 

   県内就職希望者の求人倍率は２．３２倍で、前年同期（２．３０倍）に比べ０．０２ポイ 

ント上回った。 

 

５ 就職内定状況（令和元年１２月末現在と比較） 

（１）就職内定者は１，０５０人、令和元年１２月（１，２５２人）に比べ２０２人（１６．１％）減少し、就職

内定率は９２．３％、令和元年１２月（８９．６％）を２．７ポイント上回った。 

（２）県内の就職内定者は７９１人、令和元年１２月（９０８人）に比べ１１７人（１２．９％）減少し、就

職内定率は９０．２％、令和元年１２月（８７．４％）を２．８ポイント上回った。 

 

Ⅱ 新規大学卒業予定者 

１ 就職内定状況（届出済分）について 

 （１）求職者（就職希望者）は２，０６４人、前年同期(１，９５４人)に比べ１１０人（５．６％）増加した。 

（２）就職内定者は１，６４３人、前年同期(１，５９０人)に比べ５３人（３．３％）増加した。 

（３）就職内定率は７９．６％、前年同期（８１．４％）を１．８ポイント下回った。  

 

※本調査は、徳島労働局管内の各安定所が、未内定学生への就職支援のために、学校が既に把握している範囲での内定状況等を報告してい

ただいた数の集計であり、内定を受けていても学校に届出していない学生は未内定として計上されます。文部科学省と厚生労働省が、共同で

調査して公表している全国の数値と直接比較できるものではありません。 

 

２ 求人の状況について 

 県内・外の事業所から大学に提出された求人数は３９５，７０８人で前年同期 

（４７４，８６４人）に比べ、７９，１５６人（１６．７％）減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

《就職支援の取組》 

（１） 令和２年度、徳島労働局においては、若者に対する就職支援を重点施策とし、とりわけ新

卒者等の就職支援を推進し、若者と企業のマッチングの強化に取り組んでおり、今後も各

学校と連携を保ちながら未内定生徒を把握したうえで、就職支援ナビゲーターが担当者制

により、求人情報の提供、職業相談等、きめ細やかな個別指導に努めます。 

（２）令和３年２月２４日（水）に開催した徳島新卒者等人材確保推進本部第２回会合で、「今後

の未内定者就職支援の実施方針」を決定しました。産・学・官の関係機関がより緊密に連携

することにより、１日も早く、将来ある新卒者の就職の実現に取り組んでまいります。 

 


